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2007年度国の政策に対する
中小企業家の要望･提言

中同協の概要
・中小企業家同友会全国協議会［略称・中同協］は47都道府県にある中
小企業家同友会の全国組織
・創立：1957年４月日本中小企業家同友会（現東京中小企業家同友会）
として東京で創立
・全国協議会設立：1969年11月
・会長：赤石義博（㈱森山塗工会長）
・会員数：４万人（企業経営者）
・会員企業規模：平均従業員数約30名、平均資本金1,500万円
・中小企業家同友会は経営者の自助努力による経営の安定・発展と、中
小企業を取り巻く経営環境を改善することに努めています

中小企業家同友会の３つの目的
①同友会は、ひろく会員の経験と知識を交流して企業の自主的近代化と
強靱な経営体質をつくることをめざします。
②同友会は、中小企業家が自主的な努力によって、相互に資質を高め、
知識を吸収し、これからの経営者に要求される総合的な能力を身につ
けることをめざします。
③同友会は、他の中小企業団体とも提携して、中小企業をとりまく、社
会・経済・政治的な環境を改善し、中小企業の経営を守り安定させ、
日本経済の自主的・平和的な繁栄をめざします。
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私たち中小企業家同友会全国協議会［略称・中同協］は、1969年（昭和44年）

設立以来、自助努力による経営の安定・発展と、中小企業をとりまく経営環境

を是正することに努め、1973年（昭和48年）以降毎年、国の政策に対する要

望・提言を、政府各機関とすべての政党および国会議員にお伝えし、懇談を積

み重ねて参りました。

日本経済は、景気回復局面にあると言われています。しかし、一部大企業の

好調ぶりに比して、多くの中小企業は収益回復の足取りは鈍く、むしろ、二極

分化がますます鮮明になってきました。また、東京や愛知など大都市圏と地方

圏との景気回復でも地域間格差が広がっており、地域経済の分極化も進んでい

ます。

この10数年間にアメリカやヨーロッパの先進諸国は経済社会における中小企

業の果たす役割を的確に評価して中小企業重視へと政策転換を行っています。

2000年にはＥＵが「欧州小企業憲章」（リスボン憲章）を採択し、「小企業は、

ヨーロッパ経済の背骨（バックボーン）である。小企業は、主要な雇用の源泉

であり、ビジネス・アイディアを産み育てる大地である」と宣言しています。

私たちは、日本経済において地域に根ざした中小企業が果たしている役割を

正当に評価し、従来型の補完的役割という政策比重の置き方を抜本的に転換さ

せ、中小企業政策を産業政策の柱とする姿勢に転換する「中小企業憲章」の制

定を提言するものです。

これまで同友会は、産学官連携の実践など地域振興への寄与にも微力ながら

一定の役割を果たして参りました。私たちは、自らの基本姿勢の確立に努め、

中小企業家としての社会的責務を果たし、日本経済と中小企業が発展できる環

境をつくるために日本での「中小企業憲章」制定をめざし、以下のような経営

環境・金融環境を求め、行動するものです。

関係各位のご協力、ご支援を要望します。
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� 私たちの願い―中小企業憲章のめざすもの

私たちは、日本経済において地域に根ざした中小企業が果たしている役割を

正当に評価し、従来型の補完的役割という政策比重の置き方を抜本的に転換さ

せ、中小企業を産業政策の柱とする姿勢に転換する中小企業憲章と自治体での

中小企業振興基本条例の制定を望んでいます。その内容はおよそ次のような趣

旨で考えています。（※以下の文章の“私たちは”とは、中小企業で働く人々

はもちろん、政府、国民すべてを呼称することをめざしています）

1．私たちは、中小企業が日本経済の発展に寄与してきた役割を認識し、新し

い時代ニーズに対応しつつ、その能力と活力を生かす形で21世紀の新たな日

本経済を築くことに努力します。

2．私たちは、中小企業が自主的に経営し、自立的に発展できることを確信し、

大企業はその存在にふさわしい責任を果たすことを要望します。

3．私たちは、中小企業がNPOやコミュニティ・ビジネス、SOHOなどの新し

い事業形態とともに発展していくと考えます。

4．私たちは、中小企業の理解を深め、その姿を正確に伝えるように努力しま

す。

5．私たちは、中小企業が消費者・国民の信頼を集め、あてにされ、社会の期

待にこたえることを希望します。

6．私たちは、女性の社会参加を励ます中小企業の貢献を重視し、また、女性

企業家を支援します。

7．私たちは、障害者の自立した生活の基礎となる雇用を生み出し、「だれもが

共に暮らせる」共生社会をつくる中小企業を支援します。

8．私たちは、中小企業のネットワーク活動や企業間連携が活発化し、経営活

動における連帯が高まることを期待します。

9．私たちは、中小企業が雇用確保や納税、地域づくりなど地域社会の期待に

こたえ、地域経済の主役であることを認識します。

10．私たちは、地域の中小企業を中心とした産学官や金融機関、市民が学び合

い、生かし合い、創造の輪を広げることを促進します。
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11．私たちは、日本の農林水産業の再興に中小企業の知恵と技術を活用し、食

料自給率の改善に貢献できるように支援します。

12．私たちは、中小企業家が政策の立案と実行協力の能力を高め、立法・司

法・行政との新たな協力関係をつくることを期待します。

13．私たちは、中小企業の国際貢献を支援します。とくにアジアとの経済的な

共生に努力します。

14．私たちは、地球環境の保全に果たす中小企業の役割を重視し、支援します。

15．私たちは、教育において豊かな労働観を養うことを重視し、企業経営の魅

力と意義の理解を広げ、起業への関心を高めることに努力します。

16．私たちは、中小企業が科学の成果と技術の発展を有効に活用できる環境を

つくります。

17．私たちは、中小企業の意見が集約され、その努力が公正に評価される環境

をつくります。

こうした願いを広く集め、憲章制定に向けて、国民の世論を大きく高めてい

くことが望まれます。

� 中小企業家同友会の5つの基本姿勢・行動指針

ａ）私たちは、厳しい経営環境の中でも企業の継続発展に全力を尽くし、雇用

確保と魅力ある企業づくりに取り組みます。今後の景気後退の嵐を乗り切る

経営指針・戦略と社内体制の構築に総力を傾けつつ、大学や金融機関等との

連携、行政施策活用などを積極的に進め、企業を守り、新しい市場創造に挑

戦します。

ｂ）私たちは、経営指針の確立と全社的実践に努力し、21世紀型企業（①お客

様や地域社会の期待に応えられる存在価値のある企業、②労使の信頼関係が

確立され、士気の高い企業）づくりをめざします。特に、企業活動の「血液」

である金融を確保するためにも、経営指針を通じて金融機関の理解を深めな

がら、地域での金融機関との連携を強化します。

ｃ）私たちは、企業活動を通じて納税者としての社会的責任を果たすとともに、

税金の適正な使い方や行政のあり方にも関心を持ち、提言・行動します。と

りわけ、公共投資を従来型公共事業から、生活基盤整備・社会福祉・環境保

全・防災重視の生活整備型・自然再生型の公共投資へ抜本的に転換させるこ

とを求めます。
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ｄ）私たちは、企業の社会的責任を自覚し、環境保全型社会づくりに取り組み

ます。環境負荷の少ない企業活動を実践するとともに、エコロジーとエコノ

ミーの統一による仕事づくりや地域づくりを行政・市民団体等と協力しなが

ら挑戦します。

ｅ）私たちは、経営者自らの教育を含めた21世紀の最も貴重な資源である人づ

くりと次世代を担う若者が働くことに誇りを持てる職場と社会の環境づくり

に努めます。

以上の認識に基づいてここに政策要望・提言を提出する次第です。

1．持続可能な社会・経済システムへの根本的転換をめざす中小企業憲章の制定を

� 地球環境に配慮しつつ、人間らしく豊かに暮らせる持続可能な安全・安心

の社会・経済システムへの根本的転換をめざし、中小企業が国民とともに繁

栄できる日本経済を実現すること。

①政府は、中小企業を国民経済の豊かで健全な発展を質的に担っていく中核的

存在として位置づけ、中小企業重視へ国家戦略を抜本的に転換する「中小企

業憲章」を制定すること。また、中小企業担当大臣を置くこと。

②中小企業家が政策決定・実行の各プロセスに直接参加できる政策立案と政策

評価の手法を導入すること。現在、少人数の委員で構成される経済財政諮問

会議などの意向が国の事実上の政策決定の場となり、強行的な政策誘導が目

立っている。国民や中小企業の現場の声が反映する政策形成への参画ができ

る仕組みが強く求められる。また、中小企業に期待されている役割に比較し

て、労働経済、金融問題の基礎的な指標など中小企業の実態を定量的に調査

した各種統計の整備・公表が遅れているので改善すること。

� 耐震強度偽装事件やライブドア事件等が日本の社会・経済システムの信頼

性を揺るがしている。企業倫理のあり方が問われるとともに、規制緩和や構造

改革などで政策の手段が目的となって追求された場合に多大な被害とコストを

もたらす可能性があることも明らかになった。規制改革は、国家規制のなかに

人権保障や民主主義、安全という価値的な要素があることを尊重し、何のため

の「改革」か、を国民に明らかにして進めること。市場での公正なルールの確
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立と情報公開を進め、開かれた透明な行政をめざすこと。

2．低迷する地域経済の抜本的な再構築を

� 少子高齢化の進展及び人口減少社会の到来、地域間格差の拡大に対応して

国は地域経済の抜本的な再構築を宣言し、地域の中小企業と住民の協力を得な

がら地域産業政策の総合的系統的な実施による相乗効果を図ること。そのため

に自治体に対し、�）地域産業振興又は中小企業振興基本条例を制定･改定し、

中小企業を中心とした地域振興の基本理念の確立と支援体制・予算措置の強化

をはかること、�）まちづくり条例の制定等による「コンパクトで賑わいあふ

れるまちづくり」、高齢者などの交通弱者が歩いて買い物や生活することがで

きる「歩いて暮らせるまちづくり」の具体化と「中心市街地の活性化に関する

法律」に基づく基本計画（総理大臣認定）の提出など、を強力に促すこと。

� 従来型の公共事業から、生活基盤整備・社会福祉・環境保全・防災重視の

「地域密着型公共事業」へ抜本的に転換させること。一部では公共ストックを

維持できないほどに予算を削られる現象も現れており、社会資本の維持・更

新・補修の公共投資を計画的に進め、地域活性化に結びつけること。特に、災

害時の避難場所となっている学校施設などの耐震補強工事を緊急に全国一斉に

実施すること。その際、財政難で耐震補強に十分に取り組めない地方自治体に

限り、耐震補強工事に目的を限定した地方債を発行し、学区内などの住民が小

口で地方債を購入できる仕組みをつくること。

� 観光・余暇、教育、医療、安全性など人間の活動能力の発展をはかる社会

的ニーズや防災対策、環境保全、高齢化・福祉、芸術・文化・スポーツ、地域

づくりなど社会生活の中から新しい内需を誘発しようとする中小企業を戦略的

に支援する地域産業政策を展開されたい。

� 安心と活力のある少子高齢化社会をめざし、①移動入浴車やデイサービス

の充実、在宅型介助機器の公的リース、老人施設・障害者施設のマンパワーの

充実に努めること。②バリアフリー住宅化の推進や民間グループホーム建設へ

の支援など高齢者が安心して暮らせる環境づくりを図ること。また、巡回サー

ビスなどセキュリティや福祉サービスの水準を緊急に向上させること。バリア

フリー住宅・福祉機器開発を行なっている中小企業への支援（開発促進、市場

の開発）を行うこと。③中古住宅市場の整備など実物資産を有効活用した豊か
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な消費生活を実現すること。④良質な賃貸住宅が大量に供給されるよう制度の

見直しや助成措置を講じてライフサイクルに応じて住宅選択の幅が拡大するよ

う整備すること。

� 災害対策・防災対策を抜本的に強化すること。国土交通大臣は2006年を

「耐震元年」とすることを宣言したが、それに相応しい内容としなければなら

ない。また、耐震化を通じて、地域での耐震診断・改修、リフォーム需要の喚

起がなされ、中小建設業の仕事づくりにもつながるものとすること。

①既存住宅の耐震改修した場合、所得税から工事費用の10％（上限20万円）を

控除する特別控除制度及び固定資産税の減額制度が創設されたが、「一定の

区域内において、旧耐震基準により建設された住宅」という適用対象の限定

があり、新制度の効果が著しく削がれる可能性がある。限定をなくし、希望

者すべてに適用すること。また、税額控除制度の上限を引き上げること。

②事業用建築物について耐震改修促進法に基づく耐震改修工事を一定条件で行

った場合、10％の特別償却ができる特例措置を創設するが、30％特別償却と

されたい。

③耐震改修促進法に基づき「耐震改修促進計画」を地方自治体は策定（都道府

県は義務）し、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るが、その際に地

元の中小企業、特に建設関連の建設業者の協力・参加を図ることを促すこと。

また、耐震改修支援センターの指定では、地域の中小建設業者や専門家、地

域金融機関などが「受け皿」をつくっている場合は積極的に指定すること。

④「耐震強度偽装問題」では、日本弁護士連合会の「安全な住宅に居住する権

利を確保するための法整備・施策を求める決議」を参考として対策を進めら

れたい。特に、①安全な住宅に居住する権利が基本的人権であることを宣言

する「住宅安全基本法」（仮称）の制定、②建築士の監理機能の回復のため

に、建築基準法、建築士法の改正を含め、建築士について、その資質向上を

図り、施工者からの独立性を担保するための具体的措置、③建築確認、中間

検査、完了検査制度の徹底と適正性確保、などの措置を積極的に講ずること。

� 地方自治体と地域の事業所・中小企業との防災協力体制づくりを支援する

こと。震災発生時において、できる限り迅速に適切な初期活動を行うことは極

めて重要であり、そのための緊急出動態勢として、地域防災計画において、地

方自治体と事業所間の平時からの協力関係の構築が不可欠である。地方公共団
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体による「防災協力事業所登録制度」等の普及に力を入れること。特に、震災

発生後直ちに問題となるし尿処理を、被災住民の生活に支障が生じない様、迅

速に対処する為には、あらかじめ仮設便所、消毒剤、脱臭剤等の緊急資材を備

蓄したり、避難場所に浄化槽を備える必要がある。廃棄物処理対策の役割を明

確にし、一般廃棄物の処理に関する、「無償団体救援協定」を自治体と締結し

ている民間団体を明記し、その積極的な活用を計ること。

� 指定管理者制度では、大企業が事業を独占するのでなく、地元のニーズや

事情に精通する地元中小企業やＮＰＯの参入が十分配慮されるよう地方公共団

体への啓蒙・支援を進めること。また、指定管理者制度の運用に当たっては地

域住民、中小企業の代表も参加して、公平、公正な選定基準を作成したり、情

報公開を進めること。条例化や運用にあたっては下記の点に留意し、地域や中

小企業の意見が反映される仕組みをつくるよう地方公共団体へ促すこと。

①福祉の向上、地元住民・利用者の利益確保など目的・理念を明確にすること。

地方自治法では、「公の施設」を「住民の福祉を増進する目的をもってその

利用に供するための施設」（第244条第1項）とし、指定管理者制度は「（住民

の福祉の増進という）公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要が

あると認めるとき」（第244条の2第3項）に適用できるとしている。

②指定管理者の選定に当たっては、「公の施設の性格、規模、機能等を考慮し、

設置目的を効果的に達成するため、地域などの活力を積極的に活用した管理

を行うことにより、事業効果が期待できると思慮するときは」地元の中小企

業や公共団体を指定管理者の候補者として選定できる旨の文言を条例等に盛

り込むよう促すこと。同時に、特定の団体等への便宜供与や癒着を廃する旨

も明記すること。

� 「新事業分野開拓事業者認定制度」を導入する地方自治体を積極的に支援

し、新商品の販路開拓で困難をかかえる地域の中小企業を新商品購入で援助す

る自治体を大幅に増やすこと。地方自治法施行令の改正により、自治体の認定

を受けた企業の新商品については競争入札によらず随意契約によって購入する

ことが可能となった。新潟県の「Madein新潟新商品調達制度」や大分県の「ト

ライアル発注制度」などの取り組みが始まっているが、全国津々浦々の自治体

へ大幅に広げること。

	 2006年度から商工会・商工会議所が小規模企業と協力して進める特産品・

― 8―



観光資源開発・販路開拓を支援する「小規模事業者全国展開支援」政策が開始

され、「産地等地域活性化支援事業費補助事業」なども取り組まれているが、

地元中小企業の共同開発グループ・産学官連携組織や地域住民も広範に参加で

きる地域ブランドの確立のための「地域総ぐるみ」の運動として取り組まれる

ことが望まれる。地域ブランドの確立は、グローバル化、知識社会への移行に

地域レベルで対応していくための地域戦略・政策として位置づけ、各自治体内

の多くの部署の関与を必要とする。国は、自治体が担当部署を超えた利害調整

を行いながら、総合的に地域ブランドの確立をめざす取り組み・施策を展開で

きるように支援・誘導すること。


 過疎と地域経済の不振に悩む地域において、農林水産業等との連携など共

同事業の領域を広げ、自覚的に地域内産業連関を形成していく「地域振興型企

業」づくりへの支援を企画すること。地域問題の解決と地域産業の活性化のた

めに取り組む「地域振興型産業クラスター」への支援も進めること。

� 2005年度より実施の厚生労働省の「地域雇用創造支援事業」は、「地域の

人々の働く場を創り出すため、自発的に、創意工夫を凝らして頑張る市町村や

地元経済界の方々を応援します」としており、積極的に評価できるものである。

しかし、地域経済の荒廃の現状からすれば、地域経済活性化の起爆剤となる規

模での実施が期待されるので、「地域創業助成金」などその事業規模を大幅に

拡充すること。この事業等を通じて、生きた政策形成と政策評価ができるよう

に「現場」に最も近い位置にある地域の住民団体や中小企業団体などの政策決

定システムへの参加をいっそう推進すること。

� 地域経済の発展、地域コミュニティづくりに大きな役割を果たしてきた商

店街の多くが存亡の危機にさらされ地域の衰退が危惧されている。そこで街の

崩壊、地域の衰退状態を打開するための具体的な振興策が急がれる。次の施策

を講じられたい。

①街づくりの主体者は商店街、中小企業、地域住民であることを明確にして、

商店街における中小小売業の事業活動の機会を適正に確保することを基本ル

ールに据えること。「街づくり政策・商店街振興政策の公募事業」を積極的

な自治体を支援して進めること。

②「まちづくり3法」の見直しが具体化し、都市計画法等と中心市街地活性化

法が改正される。見直しでは、都市計画法について、これまで立地制限の無
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かった郊外（準住居地域や工業地域など）への大規模集客施設の立地を規制

する一方、用途地域の変更や地区計画の決定など、地域の判断によって、こ

れら地域にも大規模集客施設（床面積1万平方�超の店舗、映画館、アミュ

ーズメント施設、展示場など）を立地できる仕組みとした。また、中心市街

地活性化法については、街なかへの居住促進などを含め、基本理念を確立し

て中心市街地の活性化を総合的に支援する考え方に転換したことや市町村の

作る基本計画を国が認定し、補助制度や税制などで集中的・重点的に支援し

ていくこと、多様な民間主体が参加できる中心市街地活性化協議会を制度化

したことなどは評価できる。今後の課題としては、大規模小売店舗立地法

（大店立地法）が今回は改正されず、「商業調整の禁止」（第13条）の見直し

が課題となる。大店立地法の運用を地域自治体に委ねる方向で検討すること。

大型店の立地条件により、環境条件に差をつけたり、自治体が誘導したい地

域の環境基準を緩めるといった裁量を認めること。

③地域住民が街づくりに積極的に関わる仕組みとして「街づくり会社の株主公

募制度」などを検討すること。

 地域コミュニティの主体となる商店街と個店の活性化を進めること。

①零細店舗など商売上の工夫を考える自由な時間をつくりたくとも従業員雇用

のできない層に対し、商店街ごとに販売のサポーターを派遣する制度を検討

されたい。

②空き店舗対策として、「商店主公募」やチャレンジショップ制度など店舗の

家賃補助の支援策を拡充すること。空き店舗を借り上げ、リサイクル施設等

の公共スペースを設置するなどの対策を講じること。特に、家屋の広い諸外

国では女性が自宅で起業する場合が多いが、日本の住宅事情で女性起業家を

多く輩出するためには、空き店舗や遊休施設の活用が決定的に重要であり、

そのための施策を拡充されたい。

③地域の社会的な問題解決のためのコミュニティビジネスの創業支援を進める

こと。「中小商業者が行う新たなビジネスモデル策定に対する支援」策をよ

り拡充すること。各店舗の事業継承を支援する「後継者育成塾」の開催。

� 地方分権によって地域経済の活力を地域の中から築いていくことが出来る

ように、権限委譲に比べて遅れている財源委譲を速やかに実施すること。国税

の一部を地方税に回す財源委譲措置が適切である。現在の「三位一体改革」は、
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地方への十分な財源なしに一律で補助金カットになれば、義務教育や社会福祉

など国民にとってのナショナル・ミニマムの行政水準が低下し、また自治体財

政への一方的な負担転嫁になりかねないことや地方交付税の財源保障機能の縮

小が具体的に提起されており、行政サービスがますます弱体化することなどの

懸念がある。

� 市町村合併は自主的に行うべきものであり、強制しないこと。人口が一定

規模に満たない市町村を「小規模市町村」に位置づけるなど、その権限を制

限・縮小することは絶対に行わないこと。

3．大不況を招く増税計画を中止し、市場創造と経済再活性化を支える税制の

構築を

� 最近の税制「改正」の動向と同友会がのぞむ税・財政の基本的あり方

政府・与党は2006年度の税制「改正」にあたって、わが国の財政が危機的状

況にあるうえ、少子・高齢社会が世界に類を見ないスピードで進んでいるとし

て、引き続き増税路線を打ち出している。個人所得課税にあっては、すでに配

偶者特別控除の廃止（2004年分から）、老年者控除の廃止（05年分から）、公的

年金控除の縮小（05年分から）、定率減税の半減（06年分から）などが行われ

ているが、これらに加えて定率減税の全廃（07年分から）、個人住民税の一律

10％化が予定されている。

定率減税の廃止は1999年に恒久的減税として、所得税・個人住民税の最高税

率の引き下げ、法人税の税率引き下げとともに導入されたものである。それを

廃止するというなら、まず所得税などの最高税率や法人税率の引き下げ措置を

廃止すべきである。

2006年の税制改正のなかで中小企業家にとって重大関心事となっているの

は、オーナー社長に支払った給与のうち給与所得控除額相当額の損金算入を認

めないという措置である。一定の条件のもとに適用除外があるが、かなりの程

度の同友会会員企業が適用対象となる。この制度は、私的自治の原則・契約自

由の原則を侵すとともに事実上「法人成り」を規制することになり、経済の活

性化に逆行する。給与所得控除相当額の損金不算入制度に断固反対する。

さらに2006年秋に予定されている政府・与党の抜本的税制「改革」では給与

所得控除の縮小、配偶者控除・扶養控除の廃止など所得課税の見直しとともに、
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消費税の税率引き上げが検討される。

政府・与党はこれらの増税によって得られた税収を国債発行残高の縮減（プ

ライマリー・バランスの黒字化）、「三位一体改革」による地方財源の拡充、社

会保障財源に充てるという。だが、市場経済がいまだ本格的に回復基調に至ら

ない時期に、国民、とりわけ多くの庶民・中小企業に負担増を求めることは景

気回復に水を差すものであり、賛同できない。

景気回復に必要な税・財政制度の根幹は、内需拡大のための施策、すなわち

国民の懐を暖め、将来に不安のない国づくりを行うことである。具体的には負

担能力のない赤字企業や庶民に税負担を求めず、負担のできる企業や高い所得

階層に能力に応じて税負担を求めることが必要である。すなわち、税制にある

所得再分配機能を生かし、憲法の要請する応能負担原則に適う公平な税制を構

築しなければならない。財源は不公平税制や租税特別措置を是正すれば十分に

確保することが可能である。

一方、財政支出にあたっては、不要不急の公共事業や軍事費など、無駄な歳

出を縮減するとともに、平和国家・福祉国家建設に必要な予算は十分に確保す

べきである。そして国債不発行主義を堅持しプライマリー・バランス（基礎的

財政収支）を黒字に転換しなければならない。

� 法人税のあり方について

①留保金課税の廃止を求める

留保金課税は、2006年度の改正において、対象となる同族会社の判定につい

ては3株主グループから1株主グループによる判定とし、留保控除額が引き上げ

られたものの、平成12年度以後停止されていた留保金課税が復活することとな

った。留保金課税は、内部留保の積み増しに関する経営の根本に関わる問題で

あるので、時限措置や中途半端な改正ではなく全面的に廃止すべきである。

②中小法人の税率引き下げを求める

深刻な歳入欠陥、税収不足の状況にあるが、法人税率の引下げや連結納税の

実施に示されるように国際競争力を理由に法人税負担の軽減が着実に行なわれ

た。しかし今日、一部大手企業は空前の利益を計上しているにも関わらず税収

はそれほど改善していない。税収不足の改善のために累進税率を提案する理由

は、財源の確保というだけでなく負担すべき能力のある企業が財政上の負担を

するという社会的な要請として考えなければならない。そのような視点からの
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検討も不十分のまま、2006年度の改正において30％の特例税率を本則の税率と

して恒久化したことは問題である。従来より応能負担の原則に基づく法人税率

の提案を行なってきたが、景気の回復から取り残されている中小企業の現状を

考慮して当面の政策として所得1500万円まで15％（資本金1億円未満）の法人

税率を提案する。

③交際費課税の全額損金算入

交際費課税については2006年度の改正で、損金不算入となる交際費等の範囲

から1人あたり5000円以下の一定の飲食費を除外した上で従来の制度を継続す

ることとした。この措置は、私たちの要望に一応こたえものであり、中小企業

の実態に合わせたものとして評価できる。しかし、中小企業の交際費損金算入

枠は、本来の「全額損金算入」に戻すべきである。

④特殊支配同族会社オーナー社長の給与所得控除額の損金不算入措置を廃止す

ること

2006年度の改定において、一定の株式を保有する同族法人（特殊支配同族会

社）のオーナー（業務主宰役員）の給与所得控除相当額を法人損金に認めない

制度が創設された。この制度は、新会社法により起業を進めようとする施策の

阻害要因になり、①の留保金課税と同様に中小法人の法人格を税法上否定する

ものである。また、非同族会社等との税負担に差別を設けるもので、多くの中

小法人が増税の影響を受けることになるので断固反対する。

� 消費税について

①消費税の税率引き上げに反対する

消費税は生活必需品を含む幅広い物品・サービスに課税するため、高額所得

者には低い負担率となり、低所得者層には高い負担率となる。これを税負担の

逆進性といい、消費税は応能負担原則の要請に反する典型的な不公平税制であ

る。そのため、消費税の税率引き上げはいっそう不公平を拡大するとともに物

価上昇を招き、庶民の消費意欲を減退させる。それは企業にとって売上の減少

となり企業利益を圧迫する。その結果、景気が後退し、雇用不安を招き、転・

廃業、倒産に追い込まれる中小企業が続出する。

また、消費税は赤字でも納税額が発生するため、事業者は現行の5％税率で

も納税資金に苦慮している。このうえ税率が引き上げられれば景気後退と相俟

って消費税を納税できない中小企業が続出するおそれがある。消費税は価格へ
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の転嫁が法律上保証されていない弱肉強食的な税制である。つまり消費税は

「預り金」でも「預り金的」な税でもなく、価格に転嫁できない取引上の弱者

は赤字でも消費税を負担しなければならず、それが滞納の原因になる。

政府は滞納防止のため2004年4月から年間納税額6,000万円以上の事業者に毎

月納税（年11回の予定納税）を行わせることとしたが、今後、税率が引き上げ

られれば6,000万円の水準を引き下げ、原則としてすべての事業者に毎月納税を

求めることになろう。そうなれば、中小事業者は毎月消費税納税のための資金

繰りに奔走しなければならなくなり、かえって滞納を増大させることになりか

ねない。

一方、消費税には「輸出戻し税制度」があり、トヨタ自動車をはじめとする

巨大輸出企業は国内販売に対する消費税を納めないばかりか、巨額の還付金

（戻し税）を税務署から毎月受け取っている。還付金（戻し税）は税率が引き

上げられればその分増額する。消費税には常に納税する事業者と常に還付金を

受ける企業があり、これらの事業者間に不公平が存在する。

以上のように消費税は典型的な不公平税制であり、その税率引き上げはいっ

そう滞納を招き、景気を後退を招き中小事業者を倒産に追い込む。よって消費

税の税率引き上げに断固反対する。

②消費税によらない税・財政構造の構築を求める

1997年4月、消費税の税率を3％から5％に引き上げたことにより景気は急速

に落ち込んだ。政府は財政再建のため、将来ヨーロッパ並みの15％にまで消費

税の税率を引き上げるというが、これは財政政策として無策きわまる安易な方

法である。たしかに、ヨーロッパ諸国の大型間接税は高い税率水準にあるが、

たとえばフランスの場合、現行標準税率19.6％は戦争遂行のため、すでに第二

次大戦中に引き上げられたものであり、大戦後60年間、実質的な税率引き上げ

は行われていないのである。

消費税の税率は引き上げるのではなく、むしろ1997年3月以前の3％に戻すべ

きである。国の財源は不公平税制の是正を行うとともに、消費税に代え個別消

費税（旧物品税）を復活させることにより確保することができる。安易に消費

税の税率を引き上げるのではなく、消費税によらない税・財政構造を構築する

ことを要望する。

なお、よく知られているように米国は国税として大型間接税を採用していな
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い。政府・財政当局は大型間接税によらない米国の税・財政構造を大いに学ぶ

べきである。

� 所得課税について

①定率減税の縮小・廃止に反対する

定率減税は1999年、「経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及

び法人税の負担軽減措置に関する法律」に基づき、文字通り景気対策として導

入された恒久的減税措置である。同法は所得税の定率減税のほか、所得税法本

則に規定する40％及び50％の税率を37％に引き下げること、特定扶養控除に5

万円を加算すること、法人税法本則に規定する34．5％の税率を30％に引き下

げること、などを併せて規定した。なお、個人住民税の定率減税、個人住民税

の最高税率を15％から13％に引き下げる規定は地方税法付則による。定率減税

は所得税が20％（最高限度額25万円）、個人住民税が15％（最高限度額4万円）

となっており、減税規模は両税併せておよそ3兆円になる。定率減税の目的は

「停滞した経済活動の回復に資するため」に国民生活及び国民経済の安定及び

向上を図ることであった（同法の趣旨）。そうであれば、定率減税を廃止する

条件は「停滞した景気が完全に回復したこと」にあることはいうまでもない。

だが、政府・与党は景気が回復しているとして2006年分に定率減税を半減し、

2007年度分から全廃するとしている。一方、同時に景気対策として導入した法

人税率の引き下げや所得税の最高税率の引き下げ策を縮減・廃止しないとい

う。これは景気対策が引き続き必要であることの証明である。3兆円に達する

定率減税の廃止は庶民の懐を直撃し景気回復の足を引っ張るものである。よっ

て定率減税は、本格的な景気回復をまったうえ他の減税措置と併せて廃止すべ

きである。

②個人住民税のフラット税率化に反対する

政府税調は｢三位一体改革｣の一環として、個人住民税（道府県民税・市町村

民税）の所得割の税率を一律10％のフラット税率にするとしている。10％のフ

ラット税率化によりおよそ3兆円の増税が可能になるという。現行の個人住民

税の税率は道府県民税と市町村民税を併せて課税所得200万円以下が5％、200

万円超700万円以下が10％、700万円超が13％となっている。

これを一律10％にすれば、5％税率適用者と10％税率適用者は大幅な増税と

なり、13％税率適用者は課税所得が多くなればなるほど減税額が大きくなる。
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政府は低所得者層の税負担を配慮するとして、所得税の10％税率適用者のうち

所得195万円以下を5％に引き下げ、所得税と個人住民税を併せた税負担率を変

えないとしている。また高額所得者の税負担率についても、所得税の最高税率

37％を40％に引き上げて権衡を保つとしている（2007年分から適用）。

だが個人住民税の10％フラット税率化は、税の所得再分配機能を失わせると

ともに憲法が要請する税負担の公平原則・応能負担原則に著しく反する。また、

個人住民税の税率フラット化は、将来、所得税の超過累進税率構造をフラット

化する方向に導く導火線となりかねない。よって個人住民税の一律10％化に反

対する。

③給与所得控除の縮減、配偶者控除・扶養控除税等の廃止に反対する

政府は2006年秋に予定する税制の抜本「改革」において、給与所得控除の縮

減、配偶者控除・各種扶養控除等の廃止を行い、所得税・個人住民税の課税最

低限を引き下げる方向を打ち出している。つまりサラリーマンを中心に所得

税・個人住民税の大増税を行うというのである。サラリーマンや中・低所得者

層に対する増税はストレートに可処分所得の減少を招き景気を後退させる。よ

って課税最低限の引き下げにつながる各種所得控除の縮小・廃止に反対する。

� 中小企業の事業承継について

2003年度の税制改正において、生前贈与の円滑化を目的として相続時精算課

税制度を導入、あわせて、相続税の最高税率を70％から50％にする税率構造の

見直しがなされた。この制度は中小企業の事業承継を円滑に行ううえで有効な

ものとなっている。しかし、税率構造の見直しについては改正前の最高税率

（70％）で課税されている相続は10件ほどに過ぎず、ごく少数の資産家に限ら

れていた。個人所得税を補完し、富の再分配を図り社会の公正化・活性化を促

進するという相続税の役割からすれば、改正前の累進税率を維持すべきである。

2004年11月の政府税調の答申では「近年、経済のストック化の進む中、人口構

成の高齢化を背景として、資産保有において高齢者層の占める比重が高まって

いる」とし、「資産の再分配機能を有する相続税の役割は一層重要となる」と

している。しかし一方で、「相続税の課税ベースの拡大に引き続き取り組むこ

とが課題である」として課税範囲を広げたり税率を引き下げることは矛盾であ

る。富の再分配機能のためにはこれ以上課税ベースを拡大すべきでなく、また

累進税率を引き下げたことによる税収減は、課税最低限を下げ課税ベースを拡
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大することによる増収でカバーすることはとてもできない。社会保障給付の削

減など社会保障制度が後退している現状のもと、むしろ現行の基礎控除を大幅

に引き上げ、一定水準の資産家に限定して課税すべきである。さらにアメリカ

の1997年度税制改正に習い、わが国においても中小企業の事業承継が円滑に行

われ日本経済の健全な発展に寄与出来るよう抜本的な相続税の改革が必要である。

①相続税の基礎控除を1億円程度に引き上げること。

政府税調の資料によると2002年では死亡者に対する相続税の課税件数は4．

5％になっているが、高度成長によって地価が騰貴する前の昭和30年代は100件

の相続事例のうち相続税の対象になるのはわずか1件（課税対象割合1％）に過

ぎなかった。その後、地価高騰により相続税の対象となる割合が著しく増大し

た。富の再分配を必要とする一部の資産家に対する税である相続税の本来の姿

に戻すためにも現行5000万円の基礎控除を1億円程度に大幅に引き上げるべき

である。

②事業用資産については、事業を承継するという条件の下で事業承継猶予制度

を設けて10年以上事業を承継した場合一定額を免除すること。

事業承継は、事業自体の存続を前提にするから取引価額で資産を評価するこ

と自体が問題である。事業用資産については、事業を継承するという条件の下

で以下のような事業承継猶予制度を設けるべきである。

イ）事業用資産については通常の評価額とは別に「事業承継価額」で評価する。

ロ）事業承継者は事業用資産を「事業承継評価額」で評価した税額を納付し、

通常の評価額で評価した場合の税額との差額を猶予する。

ハ）10年以内に事業を廃止した場合は当該差額を納付する。

ニ）10年以上事業を承継した場合には当該差額を免除する。

農地に係る相続税・贈与税の納税猶予の特例は、農業政策の視点から、法律

上、その利用・転用・譲渡が厳格に制限されていることなどから認められてい

る。なお、アメリカやドイツでは5年～10年の事業継続を条件とした事業承継

制度を導入している。

③自社株式評価には企業の利益水準をベースにした収益還元方式による評価方

法を導入すること。

株式評価については、自社株式は流通性がなく資金化が困難であることに加

えて、企業の存続を前提にすると、企業の利益水準に基づいた収益還元方式に
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よる評価が適切である。純資産価額方式の評価による土地の評価は、収益還元

方式へ移行するまでの経過措置として上記の「事業承継価額」とするべきである。

� 地方税制について

①外形標準課税の拡大に反対する…外形標準課税は商工団体の反対運動の中

で、課税標準を付加価値だけでなく所得割や資本割りとしたり、資本金1億円

超の法人に限定し一定の緩和措置をとっている。だが、①担税力のない赤字法

人にも大きな負担を強い、中小企業の7割に達する欠損法人に深刻な問題をも

たらす、②報酬給与額などを課税標準とする「賃金課税」であり、企業の人的

投資を妨げて雇用抑制する、③規模が小さい法人ほど税負担率が大きくなり黒

字法人でもほとんどが増税になる。したがって、対象企業を資本金1億円以下

に拡大することは絶対あってはならない。

②固定資産税・都市計画税は担税能力に応じた方式に…固定資産税の地価公示

価格に連動した評価は、多くの訴訟や自治体の反対決議に見られるように連年

の地価下落の状況にもかかわらず税額が増額するなど非現実的である。長期不

況のなかで産業界からも固定資産税負担の重さに軽減の要望が出ている。東京

都などいくつかの自治体において課税標準の引き下げが行われているがまだ不

十分である。固定資産税の担税力はその固定資産の活用によってもたらされる

ものであるから、売買時価を基準とするのではなく収益還元による評価方式に

徹底すること。さらに、都市居住・営業が確保されるためには都市計画と結び

ついた適切な軽減措置をとること。また、都市計画財源のために徴収されてい

る都市計画税の存在意義を明確にして適切な都市計画財源として企業の経営環

境確保のための都市形成に使用すること。

③法人税では欠損金の繰戻還付制度があるが、地方税においても同様の繰戻還

付制度の創設を検討すること。

� 税務行政手続規定の整備充実について

①税務行政の整備充実

税務行政の整備充実については、国税通則法の制定を政府に答申した臨時行

政改革推進審議会は適用除外とされた税務行政手続について、「行政運営の公

正の確保と透明性の向上を図る観点から、現行手続規定について必要な見直し

が行われ、手続きの一層の整備、充実が図られることが望まれる。」としてい

る。従って、全面的な見直しが必要であり、速やかな実現を要望する。
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先進諸外国では、納税者権利憲章の制定がされているだけに国際化時代に対応

し、早急に「納税者権利憲章」の制定を検討すべきである。

②パブリック・コメント制度について

「規制の設定又は改廃に係る意見提出手続」に基づいて、各省庁は、規制の

設定又は改廃にかかる意見照会手続（パブリック・コメント制度）を実施して

いることに鑑み、税務行政における政令、省令、通達は、パブリック・コメン

ト制度の対象にいれるべきである。

③電子申告制度について

ｅ‐ＴＡＸを推進するために、付番については、個人のプライバシーの保護

と厳格な納税者情報の自己コントロール権の制度的整備等が行われること、及

び課税目的にのみ使用される限定番号とすること。また、納税者の利便性に資

するため、利用者の視点に立った改善を随時行うこと。

� 納税者番号制度について

納税者番号制度は、国民全体にかかわる制度であり、導入に当たっては、具

体的構想を提示し国民の理解を求めること。最近では、金融所得課税の一本化

の観点から、納税者番号制度は金融所得の正確な把握を行い適正な課税を担保

するために必要であるとされているが、なし崩し的に導入すべきではない。納

税者番号により収集された税務情報は開示対象とし、本人による情報アクセス

と情報訂正請求を認め、税務目的以外の利用は禁止すべきである。

4．円滑な資金供給と中小企業・地域に優しい金融システムの構築を

� 円滑な資金需給や利用者利便などの視点から金融機関の活動を評価・公開

する金融アセスメント制度、「地域と中小企業の金融環境を活性化させる法律

案」（仮称）を法制化すること。金融庁の中小・地域金融機関の監督指針に

「地域貢献」等が評価項目として盛り込まれたことが注目されるが、地域貢献

を「利用者の立場から適切に評価できる」ためには、利用者が金融機関を比較

対照できるように情報公開がされる必要があり、共通して公開される項目が設

定されて客観的な評価が可能にならなければならない。当面、金融庁は金融機

関から集めた情報を比較可能な一覧性のある形でわかりやすくホームページで

公開すること。また、金融庁の「金融検査評定制度」が2006年度より本格導入

されるが、「中小企業向け融資」や「地域貢献」の項目も入れた総合評価のも
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のとすること。

� 参加型金融行政をより推進するため、円滑な資金供給など地域貢献で努力

する金融機関の寄与の程度を評価し、その適切な情報を利用者の立場から公開

するＮＰＯ等の第三者評価機関を認定し、登録する制度を設けること。

� 政府系中小企業金融機関は今後、一機関（商工中金は民営化）とし、3年

間で融資残高を半減させるという方向であるが、中小企業金融に多大な影響が

危惧される。政策金融の機能を存続させるとともに、「融資残高半減」の方針

は撤回すること。また、利用者の立場から政府系金融機関の役割・機能（審査

のあり方や融資形態、融資期間など）が適正に発揮されているかを評価する金

融円滑化機構（仮称）を創設すること。

� 信用補完制度は、本来の信用保証理念に基づき中小企業ニーズに対応した

施策の強化を進めること。保証枠を拡大し、「景気回復」の新たな資金需要等

へ対応すること。また、債務超過などの要注意先企業でも金融機関と協力して

再生支援する「ランクアップ協調支援」保証制度を設けること。また、『信用

保証協会事業の基本理念』によれば、「信用保証協会は…③相談、診断、情報

提供といった多様なニーズに的確に対応することにより、中小企業の経営基盤

の強化に寄与し」とあるが、この趣旨の実現を徹底するため、中小企業の経営

相談や企業再建に関するアドバイザー業務などを大幅に強化すること。

� 「貸し渋り・貸し剥がしホットライン」を改組した「金融サービス利用者

相談室」をさらに機能を充実させ、利用者と金融機関との間の個別トラブルに

ついても、あっせん・仲介・調停が行えるように条件整備すること。

� 公正取引委員会は、2001年に『金融機関と企業の取引慣行に関する調査報

告書』を公表しているが、その中では調査結果をふまえて「独占禁止法上の考

え方」を整理し、金融機関のいかなる行為が独占禁止法の問題になるかを示し

ている。公正取引委員会は、これをさらに補強するため、金融機関と融資先中

小企業との歪んだ取引慣行を是正する「ガイドライン」の作成、行動指針的な

ルールづくりを行うこと。また、金融機関はさまざまな手数料を一方的に大幅

値上げしているが、その根拠が不明確であり、貸し手の優越的地位の濫用であ

る。公正取引委員会及び金融庁は、ただちに調査し、必要な措置をとること。

� 不良債権早期処理の中小企業への影響を最小限に抑えるため、借り手企業

の経営健全化への支援、債務者区分のランクアップ支援を第一義とすること。
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「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」の運用実

施に当たっては、地域金融機関の不良債権処理・経営強化の経営姿勢を尊重し、

数値目標など一律的な監督指導はしないこと。

� セーフティネット保証の第5号認定や第7号認定は中小企業や地域の実態に

即して運用できる制度とすること。例えば第5号認定では、業況が悪化してい

る業種を「指定業種リスト」に掲載しているが、全国的な業界団体がない場合

などで悪化しているにもかかわらず指定対象になっていない業種がある。「指

定業種リスト」の作成では、指定対象外の中小企業の実態も精査し、中小企業

者の声を勘案した実態にあったものとすること。また、第7号認定では、地域

によっては「指定金融機関リスト」掲載の金融機関が全くなくなるところもあ

り、資金繰り円滑化借換保証制度などの利用に支障をきたしている。金融機関

への適切な指導が求められる。

	 倒産防止共済制度は、共済金の貸付の償還期間を5年から10年に延長する

こと。また、共済の口座を設けている当該金融機関に延滞がある場合、共済金

貸付と他の貸付が強制的に相殺されている。国として差押禁止条項を設けるな

ど制度の機能の確保につとめること。さらに、「倒産」状態に至っても不渡り

手形を出さないなど倒産の形を取らない案件について、なかなか認められない

場合がある。実態に合った機動的に使える制度とすること。


 画一的規制の弊害の著しい国際決済銀行（ＢＩＳ）の自己資本比率規制の

撤廃を日本は主導すること。当面、06年末のバーゼルⅡの導入に際し、自己資

本比率算出での中小企業貸出リスクウェイトを大幅に引き下げること。例えば、

中小企業の不動産担保部分を住宅ローン同様に50％に下げるなど。

� 中小企業金融におけるデット・デット・スワップ（ＤＤＳ）やコベナンツ

（財務制限条項）の活用では、経営支援・事業再生のテコとして中小企業経営

の実態にそくしたものとなるよう指導すること。特にコベナンツ融資は、貸出

契約書の中に純資産額維持条項や格付け維持条項、利益維持条項などコベナン

ツ（遵守条項）と呼ばれるさまざまな指標を設定し、それに抵触したとき、企

業が何らかのペナルティを課されるという貸出方法であるが、中小企業経営で

はコベナンツの設定や運用を誤ると経営の自由度を失い、保守的な経営に埋没

してしまう危険がある。これを逆転して、何らかの経営目標・指標を設定し、

それを達成したら、貸出金利を下げるなど経営支援の誘導となるような手法を
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開発することが求められる。

� 「債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律の一部を改正す

る法律」の成立により、動産担保に係る登記制度が成立し、法人が行う動産譲

渡の登記をもって当該譲渡を第三者に対抗することとなった。これにより、動

産を担保とした融資や動産の流動化による資金調達が見込まれ、企業の資金調

達手段の多様化・円滑化に資するものとされている。しかし、金融機関など債

権者の中には、自らの債権の保全強化を図るために不当に多くの動産を担保提

供するように求め、登記を備える債権者が出てくる可能性は否定できない。こ

れは、不動産担保や人的保証に過度に依存した融資の見直しの趣旨に真っ向か

ら反するものであり、そのようなことのないよう趣旨を徹底し、厳しく監視す

ること。

5．公共事業の中小企業発注の拡充と公正な市場のルールを確立し、公正競争

の促進を

� 公共工事での一般競争入札や電子競争入札の導入により、行き過ぎた低価

格競争やダンピング受注が増大している。中小企業にとって公平・公正な競争

環境をつくるため、下記の提案事項に沿って国の指導を徹底すること。

①国等の契約方針の適正価格発注の遵守を徹底すること。ダンピングについて

は、独禁法の「不当廉売」条項を活用し、ダンピング防止に努めること。予

定価格から大幅にダンピングした最低制限価格を割る業者の工事について

は、その業者の経営、工事に関する審査を厳正に行うこと。

②最低制限価格を堅持し、予定価格の90％程度に引き上げるよう努力すること。

公共工事の品質を確保し、雇用の確保と技術の向上、中小建設業の倒産を防

ぐための適正価格発注に努めること。

③公共工事品質確保法により、価格と品質を総合評価して入札者を決定するこ

とになったが、業者選定に当たっては公正な評価システムを実行し、中小企

業を排除して大企業優先にならないよう運用すること。

� 公共発注機関の中小企業への発注率を大幅に高めるとともに、公共事業を

地域中小企業に重点的に発注すること。

� 中小企業に不当な不利益を与える不公正取引に対し、市場のルールを守る

べく厳正・迅速な政策的対応を進めること。そのために、①独占禁止法の「厳

― 22 ―



格な運用」をはかり、遵守させること。②公正取引委員会は、ルール違反防止

と不公正取引の是正・防止を厳正に実施すること。③経済産業省設置法でうた

っている「市場における経済取引に係る準則の整備」を取引適正化のために行

うこと。

� 鉄鋼材など世界的な原材料価格上昇は中長期にわたると見られ、大手資源

会社の寡占化による価格交渉圧力の上昇などもあり、中小企業にとって原材料

確保の困難や購入価格の上昇など重大な問題を及ぼしつつある。政府として、

緊急に調達のための対応策をとること。また、売り惜しみ、買い占め及び便乗

値上げを防ぐための原材料価格の価格需給動向について調査・監視を強めること。

� 公正な取引の視点から以下の4点について取引条件の確立を図ること。当

面、2003年に改正された下請二法の適正な運用に努めること。

①海外展開、低価格等を理由にした中小企業への一方的な発注の停止、大幅削

減、取消、買いたたき、取引条件の変更などの不公正取引の実態を自治体と

共同して正確に調査すること。その上で不公正取引発生にたいする適正化措

置として、データの公表（企業名公表）を含む情報公開等の緊急対応体制と

相談体制の整備を図ること。

②公正取引委員会は、独占禁止法や下請代金支払遅延等防止法などの法律に沿

って下請取引の実態を調査・監視し、強力に指導して健全な取引環境づくり

に努めること。

③独禁法の「優越的地位濫用」による「下請いじめ」規制を発動できるように

整備すること。特に、下請企業から声を上げないと調査が入らないシステム

を改めて、第三者と当事者を組み合わせた監視システムをつくること。また、

下請企業は親企業の発注に対応した生産設備・人員を抱え、簡単に転換する

ことができないので継続的下請取引の一方的解除に歯止めをかけることがで

きる措置をとること。

④下請法を改正し、建設業を適用対象に加える措置を取ること。

6．中小企業が活躍できる環境保全型・自然再生型の持続可能な社会システム

構築

� 地球環境保全と温室効果ガス排出削減目標に向けた取り組み

2005年2月、京都議定書が発効した。日本は、地球温暖化防止京都会議の議
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長国として、目標が達成できなければ信用を失いかねない。90年比6％削減と

いう日本の温室効果ガス排出削減目標に向け全力で取り組むこと。また、各国

で行われている公害防止のための技術支援や、砂漠緑化や森林の回復などの環

境修復の支援を行うとともに、その支援を積極的に行っているNGOなど民間団

体への支援にも力を入れること。日本企業による「公害輸出」や環境破壊型

「開発」を行なわないような国際社会に通用するルールづくりを強力に推進す

ること。国内の地域開発にあたっては、計画段階からその地域の中小企業や住

民に対する十分な情報開示のうえで参加をもとめ、生態系や自然環境の保全、

地域の生活環境、歴史、文化との調和をはかりながら、長期的視点で進めるこ

と。

� 環境保全・自然再生型公共事業の拡大と小規模分散型産業の推進

①中小企業の知恵と人材が活かせる環境保全・自然再生型の公共事業を拡大す

ること。イ）コンクリートによる河川護岸工事を中止し、自然再生型の川づ

くりを進め、自然を復活させること。ロ）太陽光や風力、バイオマス等の自

然エネルギービジネスに挑戦する中小企業を新しいタイプの公共事業に活用

すること。ハ）地域の防災や雇用に貢献する地域分散型エネルギーシステム

づくりやリサイクルの推進に努めること。

②自然エネルギーや文化的資源など地域の固有資源の産業化・事業化に取り組

む中小企業を産学官民（市民）・金融の連携で支援すること。このような新

しい時代の市場創造は、環境保全、地域づくり、人づくりなど多角的な経済

的波及効果を期待できる。例えば、転作田・休耕田を活用して菜の花栽培を

地域に広げ、ナタネ油を料理・学校給食に用い、廃食油は回収して石鹸や軽

油代替燃料・ＢＤＦ（バイオ・ディーゼル燃料）にリサイクルする「菜の花

プロジェクト」はネットワークを全国に広げているが、そのような取り組み

を総合的に支援することが求められる。例えば、自動車燃料としてＢＤＦを

使用する際の非課税化。軽油とＢＤＦを混合燃料で使う場合に、軽油取引税

（1�、32．1円）が課税されるので見直すこと。また、漁船などで使用され

る場合には一定額を補助すること。

③資源循環型社会の構築に向けて、国・自治体の財政負担を軽減し、環境保

全・水循環再生・バイオマス利活用のために浄化槽の普及に努めること。都

市部のみならず中山間地域の大自然の中に、水が枯渇している。森林保全対
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策の不備や保水能力の低下に加え、公共下水道や農業集落排水処理施設は、

その生活排水を全て下流域に集水し、計画した自治体の最下流域に下水管路

で集め放流するため、中山間地や農村地帯の水不足は著しい。浄化槽の処理

水は、下水道と同等以上であることに鑑み「恒久施設」として位置づけ、そ

の生活排水は処理済みと認知し、下水道計画を直ちに見直しする事により、

国・自治体の財政逼迫を解消し、生活基盤整備社会・環境保全・防災減災重

視の政策を推進すること。

� 地球温暖化・エネルギー問題

①エネルギー消費の削減では、省エネ効率の高い製品の使用や、生産設備への

移行を促す誘導政策とともに、流通システムや都市づくり、ライフスタイル

などエネルギー大量消費型社会となっている現状を見直し、地域分散型エネ

ルギー政策への転換を強めること。

②太陽光や風力などの自然エネルギーによる発電事業促進が早急に求められる

が、電力会社に自然エネルギーの買い取りを義務づけたＲＰＳ法の施行によ

って、かえってこれまでよりも電力会社による買い取り量が減ったり、価格

も低価格化する現実が進行しており、自然エネルギーの発電事業者にとって

は経営を圧迫するものとなっている。また、2006年度から住宅用太陽光発電

設備設置に対する補助金も打ち切られるが、補助金打ちきりとＲＰＳ法施行

を契機に、電力会社では、これまで太陽光発電の普及を支えてきた「余剰電

力メニュー」の打ち切りが検討されているという。これでは、ＲＰＳ法が、

「新エネルギー」の「新たな市場拡大措置」のために制定された法の趣旨に

反し、ようやく事業として育ちはじめた自然エネルギー発電事業の普及を妨

げるものとなっている。これは、まず、電力会社に義務づけられた買い取り

量が、あまりにも少ないこと、また、買い取り価格が、太陽光や風力など発

電コストの違いを考慮せず、一律に入札で価格が決定され、しかも全国どこ

からでも購入できることなどが理由としてあげられるが、自然エネルギーに

よる発電事業が長期的に発展を遂げられるような法の見直しを早急に求める

とともに、その見直しの政策決定過程に、自然エネルギー発電事業者や、循

環型地域づくりに力を入れている行政、市民など、各方面からの参加を求め

ること。

また、原子力発電所については、安全性や放射性廃棄物処理等において未
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解決の問題が大きいことを考慮して、可能な限り原子力発電に頼らない方向

をめざすこと。

� リサイクル・廃棄物処理問題

循環型社会形成を目指す一連のリサイクル法の実施にあたっては、一部中小

企業に過度の負担とならないよう、生産から流通、消費、リサイクルの各段階

でそれぞれにふさわしい適正コストを負担するシステムづくりへの見直しを行

うこと。また、このようなシステムづくりにあたっては、リサイクルしやすい

製品作りや製品の長寿命化、廃棄物の発生抑制に働くようにすること。

リユース（再利用）・リサイクル（再生）の推進では、電気用品安全法の改

正に伴い、中古家電にもＰＳＥマークの取得が原則として義務づけられたが、

電化製品の長寿命化にともない、リユース市場もますます需要が高まってくる

ことが予想される。その場合、ＰＳＥマークをつけた中古品販売業者も、製造

者としての責任を負うことになるが、その製品の基本的な製造物責任はもとも

とのメーカーにあることから、中古家電をはじめとしたリユース・リサイクル

品の安全・品質保証システムをメーカーとリサイクル業者を含めて、早急に検

討すること。また、リサイクル品を事実上閉め出している既存の規格・慣行の

見直しを行うこと。

リサイクルは、日本だけでなく、日本を含めたアジアでの広域的な循環が広

がっている。有害廃棄物の国境移動につながるような「リサイクル」への規制

を強化するとともに、日本以外の国でも適正なリサイクルが行われるような技

術援助を行うなど、持続可能な社会づくりに寄与する広域的なリサイクルシス

テムの整備を急ぐこと。

製造禁止されてから30年以上たって、ようやくＰＣＢ廃棄物の最終処理が始

まったが、低濃度ＰＣＢ廃棄物については、処理するための受け皿が全国的に

不足しており、それぞれの保管者がいつ処理できるかの見通しも示されないま

ま、厳重な保管を義務づけられている。受け皿づくりを早急に進めるとともに、

最終処理施設ができるまでの間、各保管者任せにせず、地域ごとにＰＣＢ廃棄

物を一箇所に集め、厳重に管理・保管するような体制を整えること。

� アスベスト対策

アスベスト対策は緊急の課題である。公共、民間の建物、個人住宅のアスベ

スト調査、飛散防止、無害化対策、安全な除去を進めること。国とメーカーは
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アスベスト対策を放置した責任をとり、試験研究機関の増設、技術者、施工体

制などアスベスト対策に強力に取り組むこと。

� 小規模分散・地域密着型環境ビジネスの育成と環境共生型企業への支援

環境保全型の製品開発や、ISO9000、ISO14000の取得、環境保全対策の推進

など環境共生型企業づくりを進めている中小企業に対しては、技術開発や設備

投資資金、さらには既存技術を組み合わせたシステムづくりについても積極的

に支援すること。

環境に配慮した製品の育成・需要喚起のために、環境に配慮した製品の競争

力を高めるための資源大量消費型製品へのペナルティ（制裁金）などの措置を

講じること。また、地域内資源循環や、究極的に廃棄物をなくすゼロエミッシ

ョン型環境ビジネスを推進する地域ネットワークづくりを支援すること。

� 持続可能な地域社会づくりと農業の保全

食糧自給率を高めるため、安全で健康な食べ物を供給する日本農業の健全な

発展を図ること。地域づくりでは、農業が、治水や地域環境保全にも役立って

いることを考慮し、地域経済の主役となる地域密着型の中小企業と農業、そし

て行政などがネットワークをくみ、持続可能な地域社会づくりをすすめること。

7．豊かな人間として育つための教育環境の重視

� 中小企業と教育

①青年や子どもたちが健全な労働観や地域社会観を形成していく一つの機会と

しての労働体験を中学校・高等学校の授業の一環に組み込み、その現場とし

て中小企業を積極的に活用すること。また、日本のものづくりの機能を保全

するため、中学校以上の教育に、技術・技能教育を積極的に取り入れること。

②大学生のインターンシップ制度の実施にあたっては、企業の採用活動とは完

全に切り離し、仕事のノウハウを覚えるという狭義の職業教育にするのでは

なく、学生が働く意味や生き方を学ぶ機会となるような教育理念のもとで行

うように指導すること。

③長期的視野に立って人材を育成するためには、教師、父母、行政、企業経営

者等が協力し合い、地域内で共に努力を積み重ねることが必要である。そこ

で、これら4者による懇談会やシンポジウムなどの試みに対して積極的に支

援すること。学校評議員制度の実施にあたっては、地域の企業経営者の任用
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を検討すること。

④中小企業についての正確な認識がはかられるように、学校教育等では中小企

業の最新の実態に基づいた正確な姿を教えること。その一環として、中小企

業の経営者を授業の講師とすること及び教師が中小企業の現場で研修するこ

とを積極的に計画すること。

� ゆとりある教育に向けて

①教育基本法の改正が論議されているが、教育基本法そのものの基本精神を損

なう、教育の現場から遊離した上からの一律的「改革」を拙速に行うのでは

なく、各学校の実情に応じたていねいな援助が可能となるような教育行政自

体の改革をすすめること。

②子どもは子どもの中で育つという子どもの集団自身が備えている育ち合う力

を信頼し、子どもたちで自主的に過ごす時間を増やすために、また教師が一

人ひとりの子どもと向き合うゆとりが持てるようにするために、義務教育で

の学習指導要領の改善と教師が30人学級で自主的に授業内容・授業時間を組

み立てられるように改善すること。

8．人材投資促進税制の拡充と人材育成、若年者雇用の推進

� 企業が支払う従業員研修費の一部を法人税から控除する「人材投資促進税

制」が2005年度から導入されたが、「教育訓練費」を外部への研修委託費など

に限定せず、中小企業の実態に合わせて社内研修・ＯＪＴの費用も広く対象と

すること。また、中小企業特例の控除割合を拡充すること。

� 企業が新分野に進出したり、急激な技術革新等に対応するため、企業内で

の労働能力向上のための教育訓練が不可欠となっている。現在行われているキ

ャリア形成助成金など教育訓練への助成制度を、教育訓練を就業時間外で行わ

ざるを得ないなどといった中小企業の実態にあわせて柔軟に活用できるものと

するとともに、申請手続きの簡素化をはかること。また、新たな制度創設にあ

たっては、中小企業の実態にあった活用しやすいものとするため、立法過程か

ら中小企業の意見を反映させるものとすること。

� 団塊世代の大量リタイアに伴う「2007年問題」を見据え、中小企業の新規

学卒者など若手人材を確保するための方策を進めること。例えば、経済産業省

は2006年度から「若者と中小企業とのネットワーク構築事業」をスタートする
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が、当会等が取り組んでいる共同求人活動やインターンシップ、大学等での中

小企業論講座などの中小企業の魅力と正確な情報・知識を発信し、中小企業へ

の正しい認識を促す事業への支援を行うこと。

� 中小企業の技術人材の育成を支援する「高専等活用中小企業人材育成事業」

が2006年度から開始するが、国立高専に限らずにすべての高等教育機関で取り

組めるように拡充すること。また、企業内訓練を強力にバックアップする学習

型企業づくりを進めること。さらに、中小企業が研究機関や大学院などに社員

を2年間程度派遣し、研究・研修を受けることができる制度（休業中の公的所

得保障を含む）を創設すること。

� 公共職業訓練のうち求職者を対象とする教育訓練は、40数万人が受講し、

就職支援策として利用されているが、求職者の教育ニーズと合致していない講

座がまだまだ多い。雇用対策費の中の教育訓練費を先進諸国並みに大幅に引き

上げてニーズにマッチするものとすること。

� 失業率の依然高水準にあり、セーフティネットと教育訓練機能の強化が急

務である。雇用のミスマッチをなくし、再就職を支援するため、職業訓練を前提

に失業保険の支給額と支給期間を拡充すること。また、若年者安定雇用促進奨励

金（トライアル雇用制度）の対象年齢の拡大や支給額などの拡充を図ること。

9．労働環境改善と障害者雇用・就労環境の拡充のために

� 安心して働ける社会保障制度の構築と労働環境の整備

①少子高齢社会を迎え、これまでの年金制度の見直しが迫られているが、保

険料率のさらなる値上げと、給与手取額の少ない短時間労働者への厚生年

金の加入拡大は、企業と労働者双方にとって過大な負担となるだけで、現

在の年金制度の矛盾をさらに拡大するだけといえる。また、老後への不安

から、個人消費が伸び悩み、内需回復への足をひっぱるものとなっている。

イ）国民が安心して老後を迎えられるような最低限の基礎的年金については、

これ以上の社会保険料の引き上げではなく、国庫負担率2分の1への引き上げ

を直ちに実施し、年金水準の拡充を図ること。その場合の財源は、逆累進課

税となる消費税に頼るのではなく、膨大な積立金の運用実績の情報公開を徹

底して行うなど、現在の年金制度の問題点を具体的に国民に明らかにしなが

ら、その積立金の取り崩しも含め、年金、医療、介護保険など安心して働け
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る社会保障制度全体をどう構築していくか、早急に国民に提言し、国民的論

議を起こしていくこと。

ロ）中小企業退職金共済は、予定利回りを引き上げるなど退職金額を引き上げ、

魅力あるものとすること。また、共済加入企業以外で労働移動が発生した場

合でも勤労者が個人単位で継続できるような制度を検討すること。

②時短促進法改正により年間1800時間目標を掲げることをはずしたが、依然

として、「働き過ぎ」は大きな社会問題となっており、労働時間短縮の一

層の推進が求められるが、中小企業の経営実態に配慮し、労働時間短縮の

ための環境整備を推進すること。中小企業の時間短縮については、自企業

の企業努力だけではなく関連企業・業界の協力、取引慣行等の転換が必要

要件となっている。そこで、イ）省力化投資等に積極的な支援策を講じる

こと、ロ）取引慣行を見直して業種ごとに労働時間短縮を促進する施策を

行うこと、ハ）発注方式等取引改善指導事業、下請代金支払遅延等防止法、

下請中小企業振興法の運用強化等、労働時間短縮のために下請取引適正化

施策の一層の強化を図ること。

③労災保険の民間開放への動きがあるが、労災保険制度は労働災害にあった

労働者に対する企業の補償を確実なものとするための制度であるととも

に、労災事故を予防するためにも重要な制度である。そこで、この制度変

更の検討に当たっては、労働者の約8割が働くとともに、危険有害業務を

引き受けることの多い中小企業との意見交換も密にしながら、労働者が安

心して働ける労働環境を実現できるものとしていくこと。また、希望する

すべての中小企業経営者が労災保険の適用を受けられるよう、労働保険事

務組合への加入促進と周知徹底を行うこと。

④健康保険・厚生年金保険の標準報酬の範囲から通勤交通費を除外するこ

と。通勤交通費は実費弁済的性格の強いものであり、一定額以上は保険料

率に加算しないようにすること。

� 高齢者の多様な就労ニーズに対応した雇用環境の整備

①公的機関が高齢者の多様な就労ニーズを高齢化社会のテンポにあわせて実現

させるための環境整備を図ること。リタイヤした中高年齢者の技能・スキル

を中小企業経営や地域づくりに活かす施策を検討すること。

②高齢者の日常生活を支援するために、住宅、設備の修理や改修、掃除などを
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公的に援助することにより安価に利用できる制度を行政と中小企業とがタイ

アップする方式で設けること。その際、能力や技能のある高齢者を優先的に

活用すること。

③社員が65歳まで働ける制度の導入を企業に義務づける改正高齢者雇用安定法

が04年12月から施行され、今後中期的には中小企業も対応が求められている。

当面、61歳以上の継続雇用のための継続雇用定着促進助成金制度等を拡充す

ること。

� 育児・介護休業制度と保育所の拡充等による女性の社会進出支援

少子・高齢化社会において、育児・介護休業制度を実効性あるものとするた

めに、雇用保険法による休業給付金の拡充を行うこと。さらに、利用者のニー

ズに対応した保育施設・学童保育所の増設・充実と教員の確保、在宅介護支援

制度の充実を図り、女性の社会的進出を支援すること。特に、産休あけ、育児

休業あけの保育所の拡充や出産育児により長期に就労から離れる女性に対して

社会復帰をはかるための教育訓練など施策を充実させること。

介護休業制度では、短時間勤務との組み合わせや期間の上乗せなど、それぞ

れの介護の実情に合わせた柔軟な介護休業制度とすること。休業給付金の支給

も、その実情に合わせ、支給日数の延長や給付額の引き上げなど一層の拡充を

図ること。また、介護者が昼間安心して働けるよう、介護保険などを活用した

在宅介護サービスの充実を図ること。

� 障害者の就労環境の整備と雇用の促進

①中小企業における障害者雇用を促進させるような支援策の拡充と利用手続き

を簡素化すること。障害者雇用を実際に職場で支援する「ジョブコーチ派遣

制度」は、職場実習の場合も利用できるようにするなど、一層の充実を図る

こと。特に、ジョブコーチの養成と増員を急ぐこと。また、地域で生活し働

く障害者の自立を支援するため、地域の事業者団体や学校、障害者団体、行

政が連携をさらに密にしながら生活支援・就労支援センターを核とした事業

を充実させること。グループホームなど、地域における生活を支援する制度

の拡充を図ること。

②障害者作業施設設置等助成金などの適用にあたっては、障害者雇用を前提と

して施設の設置や整備を行った場合、雇用前であっても助成金の支給を実施

すること。また、障害者の雇用は、地域などから頼まれて雇用することも多

― 31 ―



いが、このようなハローワークを通したものではない障害者の雇用について

も、助成金の対象とすること。

③障害者の雇用状況の調査とその公表に当たっては、大企業より中小企業の方

がより多くの障害者を雇用している実情が正確にとらえられるように、法定

雇用率適用外の従業員規模55人以下の企業における障害者雇用の状況も毎年

調査し、発表すること。

10．清潔な政治・行政の確立と武力によらない国際貢献、アジアとの共存共栄

� 政府の役人・政治家と民間業者との贈収賄事件や高級官僚による不祥事

は、あとを絶っていない。政治腐敗を招く根元である政党への企業献金・団体

献金は禁止すること。政治・行政に対する国民の信頼を回復させるために、公

務員倫理の確立と厳正な実行、高級官僚の関連業界への天下り禁止、国民への

情報公開などについて、さらに真剣な努力を行うこと。

� 戦後60年を経て、中国などアジア諸国との経済関係がいっそう緊密となる

中で、平和裏に経済活動に専心できる環境づくりが国の内外で切望される。日

本国憲法の平和理念にのっとり、国際社会の平和のために日本の役割をいっそ

う強化すべきである。国際紛争は国連を通じて平和裏に解決する努力が求めら

れている。

� 外国人研修生受入事業の充実として、外国人研修生受入れにたいする支援

措置の拡充ならびに研修生の入国手続きの簡素化等環境整備を図ること。外国

人労働者の宿泊施設、住宅の提供、住宅の斡旋、労災保険や健康保険等の制度

の充実を図るとともに、社会生活に対する相談センターや日本語ほかの知識を

習得するための研修機関を整備すること。また、外国人研修制度・技能実習制

度については、現行の3年から5年に延長すること。

以上
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